
推進役調査(案)の主な変更点について 資料４‐２

変更前（3/19地域福祉専門分科会時点） 変更後 理由

≪前文≫

　大阪市では、平成30年3月に「だれもが自分らしく安心して暮らし続け

られる地域づくり」を基本理念とした大阪市地域福祉基本計画を策定し

ました。多様な人々が暮らし、働き、学び、訪れる地域で、だれもが自

分らしく安心して生活していくために、住民や行政をはじめ、地域に関

わるすべての人の力をあわせて、共に生き共に支え合い、みんなが生活

を共に楽しむ地域を作り上げていくという「地域福祉」の考えに基づく

取り組みを進めています。

≪前文≫

　大阪市では、平成30年3月に「だれもが自分らしく安心して暮らし続けられ

る地域づくり」を基本理念とした大阪市地域福祉基本計画を策定しました。

　地域には、年齢や性別、障がいの有無や出身地など、さまざまな特性や背景を持つ

人々が暮らしています。また、仕事や学校のほか、ボランティアなど、いろいろな理由で

地域を訪れ、活動している人々もいます。このように多様な人々が暮らし、働き、学

び、訪れる地域で、だれもが自分らしく安心して生活していくために、住民

や行政をはじめ、・・・（以下、省略）

「住民」の多様性を

意識していただくた

め

質問８．活動されている地域で、どのような地域福祉活動が求められて

いると感じていますか.（回答はいくつでも可）

　１．日常の見守り活動

　２．こどもを支援する活動（こども食堂やこどもの学習支援など）

　３．子育てを支援する活動

　４．高齢者を支援する活動

　５．障がいのある方を支援する活動

　６．地域防災及び防犯などに関する活動

　７．地域の高齢者と子こどもとの世代間交流活動

　８．市民後見人活動（家庭裁判所から成年後見人等として選任された

一般市民による後見活動）

　９．その他（具体的にお書き下さい：　　　）

　10．わからない

質問８．活動されている地域で、どのような地域福祉活動が求められている

と感じていますか。（回答はいくつでも可）

　１．日常の見守り活動

　２．こどもを支援する活動（こども食堂やこどもの学習支援など）

　 ３．子育てを支援する活動

　４．高齢者を支援する活動

　５．障がいのある方を支援する活動

　６．地域防災及び防犯などに関する活動

　７．地域の高齢者と子こどもとの世代間交流活動

　８．市民後見人活動（家庭裁判所から成年後見人等として選任された一般

市民による後見活動）

　９．外国籍住民・留学生等について交流や支援をする活動

　10．その他（具体的にお書き下さい：　　　）

　11．わからない

・分科会での委員意

見を参考に選択肢を

追加
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変更前（3/19地域福祉専門分科会時点） 変更後 理由

新設

〔質問18で「１　地域にある社会資源の情報」と答えた方にお聞きします。〕

質問18-1　地域にある社会資源の情報を得るために効果的な方法と考えるのは次の

うちどれですか。

（回答はいくつでも可）

　１．地域の回覧板や広報誌

　２．公共施設、商業施設等の掲示板、ポスター

　３．区役所、NPO、ボランティア団体等のホームページ、SNS（LINE、Twitter、

facebookなど）

　４．その他（具体的にお書き下さい：　　　　　）

・分科会での委員意

見を参考に、社会資

源の活用を問う質問

18を補足する質問と

して本問を追加した

質問19．避難や救助が必要となる災害が発生した場合、家族や親類以外

であなたが頼りにできるとお考えになるものに✓印をおつけ下さい。

（回答はいくつでも可）

　（選択肢、省略）

　削除

・世論調査で聞いて

いるので推進役調査

で敢えて聞かなけれ

ばいけない質問では

ない（質問数の削減

の観点）
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変更前（3/19地域福祉専門分科会時点） 変更後 理由

質問21　大規模な災害が発生すると、消防、警察、自衛隊などによる救

援が行き渡ることが極めて難しくなり、地域の住民同士で、救助活動や

避難所の運営を行うことが求められます。このような場合に備えて、普

段からどのようなことが必要であると思いますか（回答はいくつでも

可）

　１　近所の人とあいさつをする程度の関係はつくっておくこと

　２　避難するのに支援が必要な人が誰であるか把握しておくこと

　３　住民同士で互いの家庭状況（家族構成・介護の必要等）について

ある程度知っておくと

　４　地域で用意している救助資材の内容や管理場所を知っておくこと

　５　ハザードマップ等で地域の危険な場所を知っておくこと

　６　地域の災害時避難所を知っておくこと

　７　避難勧告・避難指示（緊急）などの意味を知っておくこと

　８．防災訓練に参加すること

　９．その他（具体的にお書きください：　　　　　　　　　　　）

　10．わからない

質問2120．大規模な災害が発生すると、消防、警察、自衛隊などによる救援

が行き渡ることが極めて難しくなり、地域の住民同士で、救助活動や避難所

の運営を行うことが求められます。このような場合に備えて、普段からどの

ようなことが必要であると思いますか（回答はいくつでも可）

　１．近所の人とあいさつをする程度の関係はつくっておくこと

　２．避難するのに支援が必要な人が誰であるか把握しておくこと

　３．住民同士で互いの家庭状況（家族構成・介護の必要等）についてある

程度知っておくこと

　４．地域で用意している救助資材の内容や管理場所を知っておくこと

　５．ハザードマップ等で地域の危険な場所を知っておくこと

　６．地域の災害時避難所を知っておくこと

　７．避難勧告・避難指示（緊急） 警戒レベル（５段階）などの防災情報の意

味を知っておくこと

　８．防災訓練に参加すること

　９．その他（具体的にお書きください：　　　　　　　　　　　）

　10．わからない

・避難情報に関する

制度改正に対応
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変更前（3/19地域福祉専門分科会時点） 変更後 理由

質問21．防災に関する次の取り組みのうち、ご存知のものはどれです

か。（回答はいくつでも可）

　１．大阪市地域防災計画（自然災害に対して大阪市域で行政や事業者、住民の方

が取り組むことを定めた計画）

　２．区地域防災計画（お住まいの区において区役所や事業者、住民の方が取り組む

ことを定めた防災計画）

　３．地区防災計画（お住まいの地域において住民の方を中心に取り組むことを定め

た計画）

　４．市民防災マニュアル（保存版）（平成27年春に全戸配布した防災啓発冊

子）

　５．水害ハザードマップ（津波や河川洪水により浸水が予想される場所・深さを

示した各区別マップ）

　６．避難行動要支援者名簿【区によって呼び方が異なる】（大地震や風水

害などの災害が起きた時、自力で避難することが難しく、支援が必要な方の名簿。災害時

における救出・救護に活用）

　７．福祉避難所（災害時において、高齢者や障がいのある方など、一

般の避難所生活において特別な配慮を必要とする方々を対象に開設され

る避難所）

　８．津波避難ビル・水害時避難ビル（津波や河川氾濫から身を守るために避難

するビル）

　９．大規模災害時協力事業所（地震・風水害等の大規模災害が発生した際に、災

害対策に協力いただくことのできる企業・事業所）

　10．自主防災組織（防災という共通の目的をもって活動する地域の皆さんの集ま

り）

　11．すべて知らない

質問21．防災に関する次の取り組みのうち、ご存知のものはどれですか。

（回答はいくつでも可）

　１．大阪市地域防災計画（自然災害に対して大阪市域で行政や事業者、住民の方が取り

組むことを定めた計画）

　２．区地域防災計画（お住まいの区において区役所や事業者、住民の方が取り組むこと

を定めた防災計画）

　３．地区防災計画（お住まいの地域において住民の方を中心に取り組むことを定めた計

画）

　４．大阪市避難行動要支援者避難支援計画（全体計画）（大地震や風水害などの

災害が起きた時、自力で避難することが難しく、支援が必要な方の避難について、避難行動要支

援者ご自身、自主防災組織、行政が取り組むことを定めた計画）

　５．市民防災マニュアル（保存版）（平成27年春に全戸配布した防災啓発冊子）

　６．水害ハザードマップ（津波や河川洪水により浸水が予想される場所・深さを示した

各区別マップ）

　７．避難行動要支援者名簿【区によって呼び方が異なる】（大地震や風水害な

どの災害が起きた時、自力で避難することが難しく、支援が必要な方の名簿。災害時における救

出・救護に活用）

　８．福祉避難所（災害時において、高齢者や障がいのある方など、一般の避難所生活にお

いて特別な配慮を必要とする方々を対象に開設される避難所）

　９．津波避難ビル・水害時避難ビル（津波や河川氾濫から身を守るために避難するビ

ル）

　10．大規模災害時協力事業所（地震・風水害等の大規模災害が発生した際に、災害対

策に協力いただくことのできる企業・事業所）

　11．自主防災組織（防災という共通の目的をもって活動する地域の皆さんの集まり）

　12．すべて知らない

・部会での委員意見

を参考に選択肢を追

加
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変更前（3/19地域福祉専門分科会時点） 変更後 理由

質問23－１．地域においてどのような相談を受けることが多いですか。

（回答はいくつでも可）

　１．本人や家族の健康のこと

　２．日常の生活のこと（食事づくりや買い物など）

　３．本人や家族の老後のこと

　４．子育てのこと

　５．こどもや孫の将来のこと

　６．家族の人間関係のこと

　７．地域での人間関係のこと

　８．収入のこと（給料や年金など）

　９．仕事のこと（就職など）

　10．生活費のこと（家賃や公共料金のことを含む）

　11．土地や家屋、預貯金などの管理のこと

　12．地域の治安のこと

　13．地域の生活環境のこと

　14．地震や洪水などの災害のこと

　15．社会の仕組み（法律、年金や健康保険など）が変わること

　16．その他（具体的にお書き下さい：　　　　　　　）

質問23－１．地域においてどのような相談を受けることが多いですか。（回

答はいくつでも可）

　１．本人や家族の健康のこと

　２．日常の生活のこと（食事づくりや買い物など）

　３．本人や家族の老後のこと

　４．子育てのこと

　５．こどもや孫の将来のこと

　６．家族の人間関係のこと

　７．地域での人間関係のこと

　８　収入のなど経済的なこと（給料や年金など）

　９　仕事のこと（就職など）

　10　生活費のこと（家賃や家のローン、公共料金の支払いなどを含む）

　10．土地や家屋、預貯金などの管理のこと

　11．地域の治安のこと

　12．地域の生活環境のこと

　13．地震や洪水などの災害のこと

　14．社会の仕組み（法律、年金や健康保険など）が変わること

　15．その他（具体的にお書き下さい：　　　　　　　）

・部会での委員意見

を参考に選択肢を再

精査
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変更前（3/19地域福祉専門分科会時点） 変更後 理由

（成年後見等の制度説明）

●「成年後見制度」とは、

　認知症や知的・精神障がい等により判断能力が不十分な方に対し、法

的に権限を与えられた成年後見人等が、本人に代わって福祉サービスの

利用契約や適切な財産管理を行うことで、その方の生活を支援する制度

です。中には、「法定後見（判断能力の低下に応じて利用する）」と、

「任意後見（将来の判断能力の低下に備えてあらかじめ契約してお

く）」の二つの制度があります。

●「市民後見人」とは、

　家庭裁判所から成年後見人等として選任された一般市民のことです。

専門組織による養成・支援を受けながら、地域福祉の視点から身近な市

民という立場で後見活動を展開する権利擁護の担い手です。

●「あんしんさぽーと事業」とは、

　認知症や知的・精神障がい等により判断能力が不十分な方が、安心し

て地域で生活が送れるよう、本人との契約に基づき、お住まいの区の社

会福祉協議会において、福祉サービスの利用や日常的な金銭管理をお手

伝いする事業です。

（成年後見等の制度説明）

●「成年後見制度」

　　（省略）

●「市民後見人」

　　（省略）

●「あんしんさぽーと事業」

　認知症や知的・精神障がい等により判断能力が不十分な方が、安心して地

域で生活が送れるよう、本人との契約に基づき、お住まいの区の社会福祉協

議会において、福祉サービスの利用や日常的な金銭管理をお手伝いする事業

です。

成年後見制度のような法的権限はありません。

・分科会での委員意

見を参考に、成年後

見制度とあんしんさ

ぽーと制度の違いを

明確化

質問30．次のうち、あなたが以前からご存知だった制度等に✓印をおつ

けください。（回答はいくつでも可）

　１．法定後見制度

　２．任意後見制度

　３．あんしんさぽーと事業

　４．市民後見人

　５．知っている制度等はない

質問30 29．次のうち、あなたが以前からご存知だった制度等はどれですか。

（回答はいくつでも可）

　１．法定後見制度 成年後見制度（法定後見）

　２．任意後見制度 成年後見制度（任意後見）

　３．あんしんさぽーと事業

　４．市民後見人

　５．知っている制度等はない

・語句説明と選択肢

の表現を揃えた
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